
はじめに

市場構造とピグー税の問題を最初に取り上げたのはBuchanan（1969）である。
彼は競争産業において最適ピグー税は厚生の改善をもたらすが、独占のケースでは
厚生を悪化させることを示した。その後Asch and Seneca（1976）、Barnett（1980）、
Misiolek（1980）らによって独占下での環境税問題が議論され、さらにクールノー・
ナッシュ均衡を用いた寡占構造下での環境税理論がEbert（1991）、Katsoulacos and 
Xepapadeas（1995）らによって展開された。それらの研究の多くは、企業が生産量
制限によって課税に対処するケースが扱われる。ただしEbertは生産量一定の下で
汚染を除去する寡占モデルを設定しているが、排出係数が明示化されないこと、お
よび生産量削減と汚染除去を連結した限界削減費用曲線による分析がなされていな
いことから、（限界削減費用）＝（税率）によって企業の最適汚染削減水準が定まる
としている。
本論文の目的は、Nagai（2013）の定式化による生産量削減と汚染除去を連結し
た「屈折スプーン型限界削減費用曲線」を用い、独占下における環境政策と社会厚
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生の問題を検討することにある 1）。特に環境税が課された場合における、（限界削
減費用）＝（税率）による最適排出水準決定命題に付随する問題点を考慮しつつ分析
が進められる。

Ⅰ.   環境政策理論における「屈折スプーン型限界削減費用曲線」の意義

（1） 「屈折スプーン型限界削減費用曲線」の定式化

本節では、完全競争を前提として定式化されたNagai（2013）の「屈折スプーン
型限界削減費用曲線」を独占の場合に適用して、その導出過程を述べる。
一般にどのような生産活動においてもその過程で何らかの汚染物が環境に排出さ
れる。企業がこの汚染物を削減する手段としては、①生産物そのものを減らす、②
エンド・オブ・パイプの設置や原料・燃料の変更など生産過程における改善、③新
たな削減技術の開発、の3点である。いま生産物（x）の追加1単位を生産するとき
排出される汚染物の量をδとすると、削減手段②はδの低下を意味し、生産量一定
の下でδがδ' に下がることによって排出量（h）はδxからδ' xに低下することにな
る。環境経済学の分野で一般的に受け入れられている限界削減費用（MAC）の定
義は「hを追加1単位削減するのに必要とされる費用」であり、本論文でもこれを
適用する。したがって削減手段①による削減費用は、減産によって生ずる利潤喪失
分で測られ、「機会費用タームでの限界削減費用」を形成する。それは限界利潤曲
線（MPrC）と一致し、図1のように右下がり曲線となる。

ただしx0は独占利潤の最大化をもたらす生産量、MPrCx0 (MACx0)は独占企業の限
界利潤を表す。MACを的確に図示するためには横軸を排出量で表示するのがよい。
そこでMPrCx0を排出量表示に変換した曲線をMPrCh0（MACh0と記してもよい）と
し図2に示す。

MPrC

b

x0 x

MPrCx0(MACx0)

O
図1　限界利潤曲線

1）　筆者は寡占市場において環境税が課された場合について、別稿「環境税が課された場合における
寡占企業の行動」（「経営行動研究学会」全国大会報告）でクールノー・ナッシュ均衡を用いた寡占2企業
モデル分析を試みている。
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つぎに削減手段②に基づいて形成される限界削減費用は「直接費タームでの限界
削減費用（MACh0）」であり、費用逓増を仮定し、図3のように示される。一般に
企業は削減費用の安い順に汚染削減すると考えられるので、
＜1＞　MACh0 > MACh0

においては、企業は直接費タームでのMACに沿って汚染を除去する（生産量一定
の下で排出係数δを低下させる）であろう。明らかにこのときMACh0は右方向に回
転変容する。その結果図4に示されるようにδがδ' に低下し、屈折スプーン型
MAC（実線部分）が形成される。破線部分は削減手段③によって形成される屈折
スプーン型MACを表す。

図2　機会費用タームでのMAC
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本論文のセクションⅢでは、以上のように直接費タームでのMACと機会費用タ
ームでのMACを連結した屈折スプーン型MACを用いて分析が進められる。

（2） 環境政策理論における「屈折スプーン型限界削減費用曲線」の意義

環境政策の現行理論では、削減前排出量をh0として図5のような右下がりMAC
によって分析がなされる。このMACによって上記削減手段①および②を同時に表
現できないことは自明である。ただし削減手段③はMACの下方シフトによって表
現できる。したがって現行理論におけるMACは直接費タームでのMACであり、
削減手段①が除外されている。
直接費タームでのMACによって環境税の分析をする場合、以下のような問題が
生ずる。現行理論では水平な税率線θと限界削減費用曲線の交点で企業の最適汚染
排出水準h1が定まるとしている（図5参照）。

ところが独占企業は課税がなされた場合、税率をパラメータとして受け止め、生
産量を
＜2＞　MC（限界費用）＝ MR（限界収入）
を満たすx0から
＜3＞　MC+δθ = MR
を満たすx*に減少させる。θがセカンド・ベストの税率である限り、x*は
＜4＞　p = MSC（社会的限界費用）
を満たす。ここで独占企業は排出量を削減することによって支払う税額を減らし、
課税によって失われた利潤の一部を回収可能であることに気付くであろう。そこで
独占企業は削減手段②を用いて
＜5＞　 （δを追加1単位下げることによる利潤増分）＝（δを追加1単位下げるこ

とによる限界削減費用増分と固定費増分の和）
となるδ' まで排出係数を下げるであろう。その結果
＜6＞　MC+δ' θ= MR
を満たすx*'   (>x*)に生産量が定まる。
以上の分析から明らかなように、x*' の決定は＜6＞式によってなされ、最適排
出量がδ' x*' に定まるのに対して、図5におけるh1の決定要因は税率θと直接費タ

図5　現行理論におけるMAC
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ームでのMACのパラメータであり、それぞれが異なった要因によって定まる排出
量であるから
＜7＞　δ' x*' ≠h1

となる。すなわち現行理論における課税後最適排出量の決定原理は、費用効率性の
実現をもたらすが、利潤最大化原理および市場理論と整合的でないことが分かる。
機会費用タームでのMACと直接費タームでのMACを連結した屈折スプーン型

MACによる環境税分析では、そのような不整合性が生じない。課税により独占企
業は＜3＞式を満たす数量x*を生産し、それは当局によって課される税率が適切で
あれば＜4＞式を満たす生産量でもある（課税の第1ステップ）。つぎに直接費ター
ムでのMACに沿って汚染が除去され、＜6＞式によって数量x*' が定まる（課税の
第2ステップ）。現行理論では、課税前MACを基準として分析がなされるため、支
払う税額と排出削減費用の関係から最適排出量が決定され、企業の利潤最大化行動
が分析から除外されてしまうのである。

Ⅱ.   先行研究（独占モデル）の概要

Asch=Seneca（1976）はBuchananの問題提起を受けて、独占下で外部性の内部化
がなされない場合となされる場合について以下のような議論を展開している。図6
において、独占数量（OB）＜競争数量（OZ）であるから、外部性の内部化がなさ
れない場合には
＜8＞　 独占下の真の社会厚生（四角形FRWP1－四角形P1P2SW）＞競争下の真の社

会厚生（三角形FP1 V－四角形P1P2YV）
が成り立つ。これはP1P2 （限界外部コスト）＞RW（限界利潤） の前提の下で生ずる。

図6　独占市場における外部性の内部化
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それに対して、同様な前提の下で完全内部化がなされた場合、真の社会厚生は改
善、および悪化の両ケースが起こりうる。まず（三角形NSR）＜（三角形QNM）の
ケースでは
 W0＝（内部化されないときの真の社会厚生） ＝（四角形FRWP1）－（四角形P1P2SW）
＜9＞  ＝（三角形FP2N）－（三角形NSR）
 W1＝（内部化されたときの真の社会厚生） ＝（四角形FQUP1）－（四角形P1P2MU） 
  ＝（四角形FP2MQ）
であり、W0＞W1すなわち内部化によって厚生の悪化が生じる。一方（三角形NSR）
＞（三角形QNM）のケースでは、W0＜W1となり、内部化によって厚生改善をもた
らす。　
以上のAsch=Senecaモデルの後、Misiolek（1980）により、独占力によって特徴
づけられる効率的資源配分を達成するために必要とされる内部化の程度を定めるよ
うな環境税率が導出されている。さらにBarnett（1980）は、汚染源が不完全競争
下にあるとき、セカンド・ベストの税率は、限界外部費用よりも低くなること、そ
して限界外部費用より低い税率が課されたときの産出量は、その生産物に対する需
要の価格弾力性が小さいほど増加することを示している。Barnettモデルの概要を
以下に示す。
いま独占企業（汚染源）は需要曲線 f(q)に直面し、単一の生産物qを生産してい
るものとする。汚染sによって被害を受けた人々についての状態xiのベクトルを 
X=(x1 , x2, …, xi) とすると、xi = g(s) である。よって汚染sによる損害e(s, X)は、sの
みの関数として
＜10＞　e(s, X) = E(s)
で表される。また汚染を削減するための資源をwとすると、独占企業が直面する総
費用は c(q, w) となる。社会厚生u 
＜11＞　u =∫0

q f(q)dq－c(q, w)－E(s)
の最大化のための一階条件は、＜11＞式を税率 tで微分することによって次式で与
えられる。

＜12＞   f(q)
dq
dt －

∂c(q, w)
∂q

 dq
dt －

∂c(q, w)
∂w

dw
dt －

dE(s)
ds [ ∂s

∂q  dq
dt＋

∂s
∂w  dw

dt ]＝0
また独占企業の利潤πは
＜13＞  π＝ f(q)q－c(q, w)－st

であり、企業は tをパラメータとみなし、qとwについてπの最大化を行う。

＜14＞   
∂π
∂q ＝ f(q)＋ 

df(q)
dq q－ 

∂c(q, w)
∂q － ∂s

∂q t＝0

＜15＞   
∂π
∂w ＝0－ 

∂c(q, w)
∂w － ∂s

∂w t＝0 
 

これら2式を書き換えると

＜16＞   
∂c(q, w)

∂q ＝ f(q)＋ 
df(q)
dq q－ ∂s

∂q t
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＜17＞   
∂c(q, w)

∂w ＝－ ∂s
∂w t

が得られる。＜16＞式と＜17＞式を＜12＞式に代入すると、企業の利潤最大化行
動を含んだ形での厚生最大化の一階条件が次式のように与えられる。

＜18＞  0＝－ df (q)
dq  

dq
dt q＋ ∂s

∂q
 dq

dt t＋ ∂s
∂w

 dw
dt t－ dE(s)

ds [ ∂s
∂q  dq

dt＋
∂s
∂w  dw

dt ]
したがって厚生最大化を実現する税率は

＜19＞   t*＝

df(q)
dq  ・

dq
dt q

∂s
∂q

 
・

dq
dt ＋

∂s
∂w ・

dw
dt

＋ dE(s)
ds

で表される。
ここでBarnettは、①生産量qを減らしてsを軽減するケースと、②汚染を除去す
るための資源wを増やしてsを軽減するケースに分類し、①、②を含む一般的ケー
スに議論を展開している。いまqについて需要の価格弾力性をηとすると

＜20＞   － df (q)
dq q ＝ f (q)

|η|

であり、これを＜19＞式に代入することによって

＜21＞   t*＝

f (q)
|η|  ・

dq
dt

∂s
∂q

 
・

dq
dt ＋

∂s
∂w ・

dw
dt

＋ dE(s)
ds

 

が得られる。Barnettは、 dq
dt <0,   dw

dt >0 を仮定し、＜21＞式右辺第1項が負である
ことから独占のケースでは

＜22＞   t*<
dE(s)

ds

となる税率が必要とされることを示した。　

Ⅲ .   独占下での環境政策と社会厚生

仮定

（ⅰ）独占企業の費用関数
＜23＞　C = α x2＋β (α >0,   β>0)　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　C：総費用　　x：生産量
（ⅱ）需要曲線
＜24＞　D:  p =－ax＋b (a>0,   b>0)
　　　　　p：生産物価格
（ⅲ）排出関数
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＜25＞　h =δx　　　　(δ>0)
　　　　　h：排出量
（ⅳ）外部費用関数
外部費用（EC）は生産量および排出量の増加につれて逓増的に増加し

＜26＞　EC = 1
2τ(δ)x2= 1

2 th2　(τ(δ)= tδ2, t>0)

とする。したがって限界外部費用（MEC）が
＜27＞　MEC =τ(δ)x   
で表される。
（ⅴ）政策当局は汚染物に対して課税するが、企業は汚染物への課税率（θ）を生
産物への課税率に変換し、生産量に基づいて利潤最大化行動をとるものとする。こ
のとき生産物への課税率は δθ となる。
（ⅵ）汚染物は環境に均質に拡散する。

（1）環境税に対する企業行動と厚生変化

（1）－1　課税の第1ステップ

環境税θ*が課された場合を想定する。課税前利潤π0 , 課税後利潤πθは
＜28＞  π0 =－(a+α) x2+bx－β
＜29＞  πθ=－(a+α) x2+(b－δθ* )x－β
となるので、限界利潤曲線が
＜30＞   MPrC0 =－2(a+α)x+b

＜31＞   MPrCθ=－2(a+α)x+b－δθ*
で与えられる。すなわち独占のケースでは、課税後限界利潤曲線＜31＞式は課税
前限界利潤曲線＜30＞式を税率δθ*だけ下方シフトしたものになる。したがって
水平な税率線δθ*とMPrC0の交点の生産量x*に対応した排出量δx*が、独占企業
の最適排出量になる 2）。

MPrC0 = 0およびMPrCθ= 0より課税前後の利潤最大化を実現する生産量x0, x*
が、さらに＜24＞式より課税前後の独占価格p0, p*が以下のように定まる。

＜32＞  p0 = b(a+2α)
2(a+α)

 ,  x0 = b
2(a+α)

＜33＞  p* = 2bα+ab+aδθ*
2(a+α)

,  x* = b－δθ*
2(a+α)

図7は、E0点において、限界利潤（－(2α+a) x0+b）＜限界外部費用 (τ(δ)x0) すなわ
ち
＜34＞  a <τ(δ)
のケースである。
独占下で課税が必要なケースでは、図7で示されるように

2）　完全競争モデルでは、この命題は成立しない（Nagai(2013)を参照）。
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＜35＞  税率 (δθ*)＜MEC(Fx*)
となっている。これはすでにBuchanan（1969）やBarnett（1980）が指摘している点
であり、不完全競争モデルの特徴である。
さていかなる市場構造においても、＜4＞式が成立する需要曲線上の点で社会厚
生は最大化される。＜4＞式は本モデルでは
＜36＞  (2α+τ)x=－ax+b

で表され、＜36＞式を満たす数量をx1とすると

＜37＞  x1 = b
a+2α+τ

となる。x1 = x* を満たす税率θ*がセカンド・ベストの税率 3）であるから   

＜38＞  θ* = b(τ－a)
δ(a+2α+τ)

が与えられる。
以上の議論から外部費用が内部化されないときの真の社会厚生W0は

＜39＞  W0 =四角形ObE0 M－∆ONx0 = b
2 (3a+2α  －τ)

8(a+α)2

                             

外部費用が内部化されたときの真の社会厚生W1は

＜40＞  W1=∆ObE* = b2

2(a+2α+τ)

であり、

3）　最適税率とは、δθ*＝MEC を満たす税率θ*である。

図7　汚染除去と社会厚生
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＜41＞   W1－W0 = b2 (τ－a)2

8(a+α)2 (a+2α+τ)
 = ∆E*KE0

となる。すなわち外部費用が内部化されたときの真の社会厚生は、内部化されない
ときの真の社会厚生より∆E*KE0だけ増大する。

（1）－2　課税の第2ステップ

E*の段階で独占企業は汚染を除去することによって、課税によって失われた利
潤の一部を回収可能であることを認識するであろう。いま汚染除去が課税後直接費
タームでのMAC　
＜42＞   MAChθ =γ(h*－h((δ))2 |x=x*,  (γ>0, h*=δx*)
によってなされるとする。このとき＜31＞式を排出量表示に変換した課税後MAC

＜43＞   MAChθ= 2(a+α)
δ2 [ δ(b－δθ)

2(a+α)  －h]
と＜42＞式を連結した屈折スプーン型MACが形成される。
ここで直接費タームでの削減費用は、図8の面積Sで表され

＜44＞　S =∫h*
h(δ)γ(h*－h (δ))2 | x=x* dh =  γ

3 (h*－h ((δ))3| x=x*

となるので、δを追加1単位下げるのに要する費用は

＜45＞　| dS
dδ | =γ(h*－h (δ))2 dh

dδ  | x=x*

によって与えられる。またδの低下に伴う利潤増分は

＜46＞　| dπθ
dδ | =  (b－δθ*)θ*

2(a+α)  

で表される。さらに固定費の増加を考慮すると、独占企業は

＜47＞    (b−δθ*)θ*
2(a+α)  = γ (h*－h (δ))2 dh

dδ  | x=x*+ | dβ
dδ |

が成立するところまでδを下げるであろう。＜47＞式を満たすδをδ' とし、図9
の状況が

図8　直接費タームでの削減費用

—
MAChθ

h h*

MAC

S

O h
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生じたとする。ただし x*＜x*' であり、これは汚染除去により支払う税額が減った
ことによってもたらされた生産量の増加を意味する 4）。その結果市場では図7のE'

点が実現する。ところが独占の場合も完全競争の場合と同様な問題が生ずる 5）。独
占企業の利潤最大化条件　
＜48＞　MC +δ'θ*＝－2ax + b (= MR)
を満たす数量x*'  = (b－δ'θ*)/2(a+α)と社会厚生最大化条件
＜49＞　(2α+τ' )x =－ax + b
を満たす数量x1' =(b/(a+2α +τ' ))が一致する保証はない。ただしτ' =τ(δ'  )<τ である。
すなわちδの低下に伴ってMECが下方変容することから、MSCもまた下方変容す
るが、その下方変容したMSCと需要曲線の新たな交点における数量x1' と、x*' が一
致しないのである 6）。このように独占下においても、利潤最大化原理とパレート効
率の両立が困難な状況が存在することが明らかとなった。ただし汚染除去によって
E*から E' への移行は社会厚生の増加をもたらし、パレート改善につながる。

（2）その他の環境政策と社会厚生

（2）－1　排出許可証取引のケ－ス

次に排出許可証取引の場合について検討する。いまuが割当排出量であるとする。
許可証価格 rがどの水準に定まるかによって、独占企業の除去手段は変化する。
いま図10で許可証価格がr1に定まっていたとする。このとき課税前機会費用ター
ムでのMAC(MPrC0) ＜30＞式を排出量表示に変換した　　

図9　独占企業の課税下での汚染除去

限界利潤・限界費用

排出量O

—
MAChθ

b-δ'θ*—
δ'

δ'x* δx*
δ'x*'

b-δθ*—
δ MPrChθ MAChθ

4）　明らかに b>(δ+δ' )θ* が成り立つので、δ'  x*' <δx* である。
5）　Nagai（2013）を参照のこと。
6）　Nagai（2013）はこれを「課税の失敗（“tax failure.”）」と呼んでいる。
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＜50＞   MACh0 = 2(a+α)
δ2 [ δb

2(a+α)  －h]

と規制前直接費タームでのMAC
＜51＞　MACh0  =γ(h0－h(δ))2 | x=x0 ,  (γ>0, h0 =δx0)
を連結した屈折スプーン型MACが図10 の実線で描かれている。

r1のケースでは、独占企業はh0からδ' x0まで自主削減し、(δ' x0－u)は減産によっ
て対応するであろう。r2のケースでは、h0からδ'' x0まで自主削減し、(u－δ'' x0)に相
当する許可証を売却するであろう。したがって削減技術＜51＞式を有する独占企
業は許可証の供給者となる。このように許可証価格が高い場合、生産量の変化が起
こらず除去が進む。このことは図7でMSCの下方変容を引き起こし、MSCと需要
曲線との交点が E* からE0の方向に移動する可能性を生む。けれども実際には他産
業における許可証需要者が当該独占市場におけるMSCの下方変容を相殺する排出
をするため、経済全体として見るとr2の場合、課税のケースに比べて社会厚生の総
額は低下するであろう。

（2）－2　直接規制のケ－ス

一方直接規制がuの水準で与えられた場合、独占企業は＜51＞式に沿ってuまで
自主削減することで対応する。したがって直接規制は他の政策手段に比べてMSC
の下方変容が確実に進行するであろう。また直接規制は一定期間に亘って規制水準
が変更されることがないため、企業は目標とする新技術の獲得へのモチベーション
が他の政策手段より高まる可能性がある。その上当局が適切な研究開発補助金を支
給することによって、＜51＞式におけるγの低下が実現する可能性が高い。ただ
しこの点については本稿の分析範囲を超えており、今後の検討課題としたい。

図10　独占企業の汚染除去
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